食料・農業・交流推進事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、「第３次安城市食料・農業・交流基本計画」に基づき、農業の恵みを享受し農業を支える市民生活の実現、活力ある農業経営基盤の構築と持続可能な農業の推進、農業を核とした交流促進と農業資源を活用した安城農業の活性化を基本方針とし、その時代の課題を解決するため各集落の農用地利用改善組合（以下「改善組合」という。）及びあいち中央農業協同組合農畜産物生産部会（安城地区）（以下「部会」という。）が共に特性を生かした魅力ある地域農業の発展を推進するために実施する事業に対して予算の範囲内において交付する補助金に関し、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（補助金の交付対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者は、改善組合、市内在住の改善組合の組合員（以下「組合員」という。）、市内に所在地を有する農地所有適格法人（以下「法人」という。）、あいち中央農業協同組合又は部会とする。

２　前項の規定にかかわらず、市税の滞納がある者は、補助金の交付の対象としない。

（補助対象事業及び補助額）

第３条　補助金の交付の対象となる事業は、市内の農地において実施する別表に掲げる事業とし、その要件、対象者等は同表に定めるものとする。

２　前項の規定にかかわらず、補助金の対象となる事業が国、県等の補助事業に該当する場合は、補助金の交付の対象としない。

（交付申請前提出書類）

第４条　補助金の交付を受けようとする者は、市長が定める期日までに食料・農業・交流推進事業実施計画書（様式第１）、交付を受けようとする事業ごとに該当する実施の明細書（市長が別に定めるものをいう。）その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。

（交付申請書兼実績報告書）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は、補助事業の完了後速やかに規則様式第５による補助金等交付申請書兼実績報告書に、安城市税に関する納付状況資料閲覧同意書（様式第２）又は市税を滞納していないことを証明する書類、食料・農業・交流推進事業実績内容一覧（様式第３）及び食料・農業・交流推進事業補助金調書（様式第４）を添付して、市長に提出しなければならない。

（交付決定）

第６条　市長は、前条の補助金等交付申請書兼実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、速やかに規則様式第２による補助金等交付決定通知書を送付するものとする。

（交付請求）

第７条　前条の補助金等交付決定通知書を受理した者は、補助金の交付を受けようとするときは、規則様式第６の補助金等交付請求書を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による交付請求があったときは、速やかに、補助金を交付するものとする。

（その他）

第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
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